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Ⅴ．主要な業務の内容 

１．全般的な概況〔取組みとその結果・実績及び対処すべき課題〕 

経済金融情勢及び業況 

令和元年度の世界経済は、年度後半に向けての米中対立の沈静化や、良好な雇用環境を背景とした米国・欧州の堅調な経済に

牽引され、全体としては低位ながらも底堅い成長が持続しました。一方日本経済は、中国など海外経済の減速と消費増税により

低位での景気推移となりました。 

そのような中、年度末に新型コロナウイルスが世界的に蔓延し、あらゆる方面に甚大な影響をおよぼし始めました。金融市場

は総じてリスクオフの流れとなる中、主要先進国が協調して大型の経済・金融対策を打ち出したものの、実体経済の動きが極端

に停滞している中で、世界経済の先行きはこれまでにない不透明感を抱える状況にあります。 

ＪＡ経営においても厳しい環境下での持続可能な経営基盤の強化が求められる中、令和元年度は、｢循環型総合事業を展開す

る総合三ヵ年計画｣の初年度として、基本目標である「農業生産力の強化と農業所得の向上」、「食と農を基軸とした豊かでくら

しやすい地域づくり」、「食料農業協同組合たる意義を発揮した組合員・利用者の負託に応え得る事業の展開」の実現に向けた取

組みを実践しました。 

 

 

□ 多様な農業者の育成と販売力強化による農業所得の向上 

 

多様な農業者の育成に向け、新規就農相談会や訪問面談の

強化など、農業者個人毎の支援を強化しました。また、生産

部会毎の統一有利販売に向けた取組みや共販部会での福岡

県ＧＡＰ（農業生産工程管理）の取得、直売所出荷会員への

５Ｓ運動を展開しました。販売事業では、園芸品目毎の作付

拡大やライスセンターの利用拡大推進、直売所の機能充実と

販売強化に努めましたが、異常気象等の影響もあり、販売高

は 37億 7,930 万円となりました。 

また、生産資材では、近隣ＪＡとの業務連携による仕入機

能の強化や価格設定の見直しによる低コスト化に引き続き

取り組みました。 

 

□ 組織連携による活動活性化と協同活動の充実 

 

支店を中心とした協同活動の展開では、取組みによる効果

の検証や優良事例の紹介、組合員への積極的参画促進を行い

ました。食農教育活動の実践では、「まめひめ」による小学

校や幼稚園、公民館等でのみそづくり教室などを継続して実

施しました。女性部・フレッシュミズでは、部員拡大やサー

クル活動拡大、学習活動の展開を図り、青年部においては、

フレッシュミズとの連携活動や婚活イベントを実施しまし

た。 

さらに、新しい取組みとして、社会福祉協議会と連携した

「こども食堂」への食材提供や「ＳＤＧs（持続可能な社会

を作るために世界各国が合意した開発目標）」の啓発など、

協同組合の理解促進に取り組みました。 

 

 

 

□組合員への還元を実現する総合事業の展開 

 

ＪＡらしい金融サービスの提供では、農を基軸とした金融

商品の開発・発売や、各種キャンペーンの展開により、貯金

残高は 4,274 億円、融資残高は 2,140 億円と伸長しました。 

地域を守る共済事業の展開では、契約者訪問活動による総

合保障点検や商品の提案等、世帯保障の拡充を図り、長期・

年金共済ともに早期に目標を達成しました。 

相談機能を発揮した事業承継の円滑化では、民事信託や遺

言信託等の個別相談、記帳代行サービスを活用したコンサル

ティング機能の発揮、各部会活動の充実、子会社と連携した

相談事業を実践しました。 

 

 

□ 経営の健全化と組合員に求められる職員の育成 

 

健全な経営による信頼性を確保するため、内部管理態勢強

化によるコンプライアンス意識の高い職場風土の醸成を行

うとともに、新たに導入された会計監査人監査について適正

に対応しました。 

経営面では、事業戦略の実践による店舗機能の見直し研究

や、計画的な施設整備と固定資産の有効活用、近隣ＪＡとの

業務提携の研究を行いました。 

人材面では、活力のある職場づくりと協同の理念を実践す

る人材育成に取り組むとともに、「人事制度改革プロジェク

ト」を通じて、やりがいを重視しつつ時代の流れにも対応し

た労務管理の改善・改革に取り組みました。  
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事業の概況 

□令和元年度の事業概況 

農業所得向上のための自己改革に引き続き取組み、営農指

導員やＴＡＣの訪問活動による農家組合員との関係強化や、

生産資材の更なる価格低減を図りました。 

金融面では、ＪＡならではの「農」と金融を合わせた商品

の販売などに取組み、貯金・融資ともに大きく伸長しました。 

しかし、年度末頃から流行した新型コロナウイルスはＪＡ

の事業や様々な活動に多大な影響を及ぼしました。 

 

 

 

□貯金 

年金振込獲得強化の取組み等により、貯金残高は 4,274 億

円と大きく伸長しました。直売所と連携した定期貯金の販売

により、直売所の来店者増加も図りました。 

 

 

 

 

□融資 

融資では融資相談マネージャーを中心とした重層管理訪問

や提案型推進の強化、情報の収集と資金需要への対応を図る

など、ニーズに応じた資金の提供に努め、融資残高は 2,140

億円と大きく伸長しました。 

 

 

 

 

□預金・有価証券 

皆さまからお預りした大切な貯金を県信連への預金や国

債を中心として、大切にかつ安全に運用させていただいてい

ます。預金の期末残高は 2,245 億円、有価証券の期末残高は

113 億円となりました。 

 

 

 

 

 

 

□共済 

契約者訪問活動での総合保障点検や、紹介活動による新規

契約の獲得、「ひと・いえ・くるま」のバランスのよい総合

保障の提供に努めた結果、長期共済保有契約高（期末）は

8,487 億円となりました。 
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□購買 

資材ＴＡＣを中心に近隣ＪＡとの連携や仕入先の見直しを

図り、価格引き下げを実現するとともに、部会会議等での優

良資材の提案に努めました。また、業者と連携したリフォー

ムイベント等を開催し、購買品供給高は 25 億 9 千 7 百万円

となりました。 

 

 

 

 

□販売 

共販では、各グリーンセンターに共通する品目の統一販売

や、部会毎の生産者別作付リストを活用した作付拡大及び販

売強化を図りました。また、生産者と連携した販促活動や、

大同青果・花市場でのトップセールス、学校給食取扱量の拡

大等、様々な販売強化の取組みを実践しました。 

直売所では、出荷者への定期的なメール配信により計画生

産・計画出荷を進めるとともに「cross fm」でのラジオ番組

による生産者及び博多じょうもんさんブランドのＰＲにも

継続して取り組み、園芸販売高は 21 億 8 千 4 百万円、直売

所販売高は 7 億 4 千 7 百万円となりました。 

米では、米香房の一本化による配送体制の効率化や、新た

な購入会員制度への移行に取組み、米販売高は 6 億 5 千 8百

万円となりました。 

また、麦・畜産等を含めた総販売高では、37億 7 千 9 百万

円となりました。 

 

 

 

 

□総資産の推移 

皆さまからお預りする貯金の順調な増加と資本の充実（出

資金の伸長等）により、総資産は 73 億円増加して期末残高

は 4,702 億円となりました。 

 

 

 

□損益の状況 

信用事業においては、マイナス金利による利ざやの低下が

続く中、融資残高の増加による収益改善、また前年度の会計

制度の変更に伴う貸倒引当金の戻入益等の影響で、事業総利

益は前年度より 6 億 5 千万円減少しました。その結果、事業

利益は 1 億 4 千 2 百万円（前年度より 6 億 4 百万円減）、経

常利益は 2億 9千 2百万円（前年度より 6億 9千 9百万円減）

となりました。 

 

27.0
26.2

27.3
26.6

25.9

20

21

22

23

24

25

26

27

28

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

（単位：億円）

38.3

40.0

43.2

40.5

37.7

30

32

34

36

38

40

42

44

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

（単位：億円）

3,950 

4,187 
4,370 

4,629 4,702 

2,000

2,400

2,800

3,200

3,600

4,000

4,400

4,800

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

（単位：億円）

228 

387 

241 

747 

142 

406

558

431

992

292

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

（単位：百万円）

事業利益

経常利益




















	Ⅴ　10-12主要な業務の内容（全般的な概況）
	Ⅴ　13-21主要な業務の内容（各事業の概況）

